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「市販品類似薬を保険外」の見直しに関する要望書

謹啓

時下益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。平素は、日本臨床皮膚科医会に対して格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

さて、標記につきまして、さる11月11日の行政刷新会議の事業仕分け会議において審議されたところでありますが、極めて重大な問題が含まれております。
市販品類似薬が保険外になれば、医療費の中で患者負担割合が増えることを意味し、保険給付割合が減ることで国家財政や保険者にとっては好都合ではありますが、患者の立場からは到底容認できないことであり、国民的議論が必要と考えます。
＊現在の患者負担割合3割は先進国中最高値であり、これ以上の負担増は「患者負担は将来にわたり3割を維持する」とした健康保険法の趣旨に照らしても問題であり、国民皆保険制度の空洞化、崩壊につながりかねない。

＊受診抑制による一時的な医療費削減効果はあるとしても、初期治療が疎かになれば重症化の危険性があり、医療費は逆に高くなる危険性がある。

＊病院での処方が減ることで、薬局での安易な購入が進み、薬剤の副作用の見逃しや病状の悪化につながる危険性がある。

＊一般的に安価な市販品類似薬が保険外となれば、医療機関では高価な先発医薬品しか処方しなくなる可能性があり、医療費は高騰する危険性がある。

そもそも、国民皆保険の中で、病気の治療を求めてきた患者に対して保険外であることを理由に多大な負担を強いるのでは、安心して病院を受診できない、医療において貧富の差による差別があって良いものか、という素朴な疑問がわいてきます。
以上、市販品類似薬が保険外にされることには多くの問題があり、国民目線からは絶対に容認できないことであり、慎重な審議をお願い申し上げる次第です。
謹白
